
                                                                                                 (別紙) 
租税条約等に基づく相手国等との情報交換及び送達共助手続について（事務運営指針）新旧対照表            

                                                   1 

改    正    後 改    正    前 

第１ 定義 

この事務運営指針において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ

次に定めるところによる。 

１～７ （省略） 

８ 外国口座税務コンプライアンス法（FATCA : Foreign Account 

Tax Compliance Act）（以下「FATCA」という。） 

アメリカ合衆国（以下「米国」という。）外の金融機関に対して、

米国人（米国市民・米国居住者）が保有する口座の残高、支払・配

当等の受取額等の情報を米国内国歳入庁に提出させることを定め

た米国の国内法をいう。 

９ 日米共同声明等 

「FATCA 実施円滑化と国際的な税務コンプライアンスの向上の 

ための政府間協力の枠組みに関する米国及び日本による共同声明

（平成 24 年６月 21 日）」、「国際的な税務コンプライアンスの向上

及び FATCA 実施の円滑化のための米国財務省と日本当局の間の

相互協力及び理解に関する声明（平成 25 年６月 11 日）」及び「国

際的な税務コンプライアンスの向上及び FATCA 実施の円滑化の

ための米国財務省と日本当局の間の相互協力及び理解に関する声

明の一部を修正する追加的声明（平成 25年 12月 18日）」をいう。 

10  e-Tax ホームページの FATCA コーナー 

国税庁から照会を受けた金融機関が、不同意米国口座及び不参加金

融機関へ支払われた外国報告対象金額についての情報を、国税庁のホ

ームページにある国税電子申告・納税システム（e-Tax）を利用し、

データ送信するサイトをいう。 

第１ 定義 

この事務運営指針において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ

次に定めるところによる。 

１～７ （同左） 

（新設） 
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改    正    後 改    正    前 

11 自発的情報交換 

   （省略） 

12 自動的情報交換 

（省略） 

13 情報提供のための質問検査権 

（省略） 

14 質問検査権の不行使事由 

（省略） 

15 必要犯則情報 

（省略） 

16 必要犯則情報提供のための質問、検査又は領置等の権限 

（省略） 

17 必要犯則情報提供のための質問、検査又は領置等の権限の不

行使事由 

（省略） 

18 庁国際業務課 

（省略） 

19 庁主管課 

（省略） 

20 局管理者 

（省略） 

21 署管理者 

（省略） 

22 情報収集担当者 

（省略） 

８ 自発的情報交換 

   （同左） 

９ 自動的情報交換 

（同左） 

10 情報提供のための質問検査権 

（同左） 

11 質問検査権の不行使事由 

（同左） 

12 必要犯則情報 

（同左） 

13 必要犯則情報提供のための質問、検査又は領置等の権限 

（同左） 

14 必要犯則情報提供のための質問、検査又は領置等の権限の不

行使事由 

（同左） 

15 庁国際業務課 

（同左） 

16 庁主管課 

（同左） 

17 局管理者 

（同左） 

18 署管理者 

（同左） 

19 情報収集担当者 

（同左） 
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改    正    後 改    正    前 

23 送達共助 

（省略） 

 

第２ 情報交換に係る事務手続 

１ 要請に基づく情報交換に係る事務手続 

⑴・⑵ （省略） 

   ⑶ FATCA に基づく米国内国歳入庁からの情報提供要請 

イ FATCA に基づく米国内国歳入庁からの情報提供要請           

国税庁は、不同意口座等の情報について米国内国歳入庁か 

ら情報提供要請があった場合には、日本国内金融機関（日米共

同声明等で定める日本国内金融機関をいう。）に対して不同意

口座等に係る照会文書（国税庁から金融機関に対して不同意口

座等の残高等の情報について照会する文書）を発送し情報提供

を求める。 

（注） FATCA に基づく米国内国歳入庁からの情報提供要請

の位置付け 

FATCA の実施に関して、我が国においては、日米共

同声明等により、米国内国歳入庁への口座情報の提供に

関して口座を保有する米国人から同意を得られなかっ

た口座等（以下、「不同意口座等」という。）について、

米国内国歳入庁が国税庁に対して日米租税条約第 26 条

（情報交換規定）に基づき、口座情報の提供を要請する

こととなっている。 

ロ FATCA に基づく米国内国歳入庁からの情報提供要請の  

管理 

20 送達共助 

（同左） 

 

第２ 情報交換に係る事務手続 

１ 要請に基づく情報交換に係る事務手続 

⑴・⑵ （同左） 

（新設） 
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改    正    後 改    正    前 

FATCA に基づく米国内国歳入庁からの情報提供要請につい

ては、庁国際業務課が管理することから、署管理者、局管理者

及び庁主管課は、「⑵ワ 相手国等からの要請事案の管理」を

要しない。 

ハ 照会文書の発送に係る手続 

FATCA に基づく米国内国歳入庁からの情報提供要請があ 

った場合、庁国際業務課は、別紙様式 16により庁主管課に対し

て、当該情報提供要請があった旨を通知するとともに、局管理

者に対して、当該情報提供要請において特定された日本国内金

融機関（以下（３）において「特定金融機関」という。）に対す

る不同意口座等に係る照会文書の発出に係る決裁を行うよう依

頼する。 

なお、照会文書の発送は、租税条約等実施特例法第９条に規

定する質問検査権の行使に該当する。 

ニ 各国税局における手続 

(ｲ) 各局所管部長までの決裁 

局管理者は、「ハ 照会文書の発送に係る手続」について、

各国税局内の決裁手続の例に従い、一元的文書管理システム

により照会文書の発出の決裁を了する。 

(ﾛ) 決裁完了の通知 

照会文書の発出の決裁を了した局管理者は、庁国際業務課

に決裁を了した旨を通知する。 

ホ  収集した情報の米国内国歳入庁への提供 

(ｲ) 庁国際業務課は、米国内国歳入庁から要請を受けてから 

６か月以内に、特定金融機関から受領した不同意口座等の残
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改    正    後 改    正    前 

高等の情報を米国内国歳入庁へ提供する。 

（注） 照会文書への回答の受領等 

照会文書に対する特定金融機関からの回答は、

原則として e-Tax ホームページの FATCA コーナ

ーを通じて受領する。 

(ﾛ) 米国内国歳入庁からの追加要請 

米国内国歳入庁から「ハ 収集した情報の米国内国歳入 

庁への提供」により提供した情報について追加の情報提供要

請があった場合には、「⑵ 相手国等からの情報提供要請」

により処理する。 

  ２～４ （省略） 

 

第３ 送達共助に係る事務手続 

１・２ （省略） 

 

第４ 雑則 

１・２ （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～４ （同左） 

 

第３ 送達共助に係る事務手続 

１・２ （同左） 

 

第４ 雑則 

１・２ （同左） 

 

 


